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●座長代理の専門調査会を３月で辞退、同時期に６人が辞めた

　私は３月まで内閣府食品安全委員会プリオン専門調査会の座長代理をしていましたが、区切りがついたという形で辞めさせていただきました。その同じときに12人のうちの６人もの委員が一度に交代したため、ＢＳＥ（牛海綿状脳症）問題の経緯を含めていろいろな憶測を呼んで大きなニュースになったわけですが、そうした事態の正しい実情、それから食品安全委員会ができたのは日本でＢＳＥが見つかったことがきっかけだったということで、シンボルのような調査会ですので、その審議の経緯についても少しお話をしたいと思います。今後の食品安全委員会の方向性を決めるうえでも、いま大事な時期ではないかと思っていますので、現在から始まり過去、そして未来という形でお話しさせていただきたいと思います。

　６人は、別に示し合わせて辞めたわけではないのです。私は自分のことしか申し上げられませんが、やはり本業に専念したいという理由が一番でした。毎週あるいは２週間に１回、ボランティアという形で本業がありながらも専門委員をやっているわけですから、大変な重労働であるわけです。これを無制限に無期限でやっていくというのは勘弁していただきたいと前から思っていたことが一つです。それからもう一つ、輸入再開問題、これに関する思いというものがあり、その二つが辞めた理由であります。

●結果として国民にウソをついたことになってしまった

　食品安全委員会は、食の安全について評価をする機関です。よく食の「安全」と「安心」という言葉が並列されて出てきますが、あくまでも食品安全委員会のプリオン専門調査会の役割というのは科学的評価、「食の安全」について公正かつ中立に評価していくということにあるわけです。「食の安心」とはリスク評価ですが、そのリスク評価の結果を踏まえて実際にどういう形でそれを政策に反映させるかというのは国の省庁、農水省や厚生労働省あるいは政府がそれを担当するわけです。ですから、本来二つはまったく独立しているべきものです。

　私がずっと問題ではないかということを感じ、委員会の席上でも繰り返し指摘させていただいたことがあります。その一つは将来に関する問題ですから後でお話ししたいと思いますが、もう一つは、私自身、国民の皆さんに嘘をついたのではないかというふうに思った点です。プリオン専門調査会が所属する内閣府食品安全委員会が発足したのは今から2年半以上前の2003年８月ごろです。2001年9月、10月に日本でBSEが同定されて以降、いろいろな対策がとられて2年ぐらいたっていましたから、日本のBSE対策の検証をしてみようと、みんなで話をしていたわけです。

　ところがそこに大問題が発生しました。2003年12月、忘れもしないクリスマスイブでしたが、米国でＢＳＥが発生したのです。事態は風雲急を告げ、すべてが変わってしまったのです。早く国内対策の見直しをしよう、それが終わらないうちは米国産あるいはカナダ産の輸入再開の審議もできないということで（これはいいことだったと私は今振り返って思うのですが）、とにかく国内の対策の見直しを迅速にやっていこうという話になったわけです。

　そのために、まず国内の対策の見直しをする前ふりのようなことをしたわけです。今の情報に基づいて日本のＢＳＥのリスク管理体制というのはどのぐらいいいのかというのを調べようという話で、それがいわゆる「中間とりまとめ」の答申です。

　その後に日本のBSE対策の見直しを行ったわけですが、中間とりまとめというのは、私たちが自発的にやったことなのです。それは2004年9月、10月ごろのことで、先ほどの2003年12月からすると半年以上たっています。答申を出す審議は実際には米国でＢＳＥが出た後にすぐ始まっていたわけです。

　その中に、今でも尾を引く大きな問題がありました。それは牛の月齢で「20カ月齢」以下の牛についてはＢＳＥ検査を除外してもＢＳＥのリスクはほとんど変わらないという文言が盛り込まれたことです。

　ちょうどそのころ日米局長級会談があり、政府が私たちの評価結果を待たずに輸入再開を合意してしまいました。ちょうどその時期、プリオン専門調査会メンバーの中から、なぜ20カ月という数字を入れるのだ、科学的な根拠がないじゃないかと相当強硬な反対意見が出たために、状混乱に拍車をかけました。

●政府の諮問は砂上の楼閣のような仮定を前提として出てきた

　その20カ月齢というのが国内対策の見直しに文言として管理省庁から諮問が来るわけです。国内のBSE対策を変えるには、私たちの委員会に管理省庁側から諮問が来て、それを私たちが評価して答申してその答申の結果に基づいて決める仕組みがありますが、その諮問の中にも20カ月という文言が入っていたのです。つまり政府からこういう諮問が来たら、その諮問内容については変えることができない。答えるしかないんだという話になってしまったわけです。

　そうするともう結論は見えているというか、諮問されたとおりの、「リスクの変化は極めて少ない」という答えになってしまった。そこで私が消費者の皆さんから繰り返し聞かれたことは、“これって結局輸入再開のためのものでしょう。そんなものはおかしいんじゃないの”と。

　私はプリオン専門調査会の専門委員と実はもう一つ、リスクコミュニケーション調査会の専門委員というのもやっていたのです。私だけが二つの委員会のメンバーでしたから、消費者の皆さんの会合に20回ぐらい行ったと思います。そこでは科学者として当然と思うことをお話したわけです。つまり、日本では一からすべて、根っこのところからきちんと評価をする。エサの管理の問題、あるいは屠畜場で牛のＳＲＭ（特定危険部位）を除去できるかどうかという問題、それから検査の体制、そういったものをすべて検証している。それとまったく同じような評価を米国のリスクについてもします、ということを皆さんにお話ししたわけです。

　その席上には農水省、厚労省、内閣府の皆さんも私と一緒にいたわけです。皆さんそれに対してそんなことはありませんとも何とも言わないし、そういうことできちんとやると思ったのです。私はそういうふうに皆さんに説明して、皆さんも信用してくださった。ところが実際の諮問内容は、私の言ったこととは180度逆だったわけです。

●国内は三重の投網の安全基準なのに、米国にはダブルスタンダード

　安全というのは別に食の安全に限らず、フェイルセーフシステムを基本とすべきです。二重、三重の防御機構があって当たり前です。人は間違えるのが前提ですから。ですから、例えば特定危険部位だけ取っておけばいいというのは、大きな誤りです。エラーがあるかもしれないからです。それを守るために検査もするわけです。検査して屠畜場に入らないようにする。さらにエサの管理がきちんとされていれば、そもそもＢＳＥは起きないわけですから、エサの管理もきちんと見よう。日本の場合はその三重のネットワークで投網をかけて安全性を確認したのです。

　当然、米国産に関してもそういった観点から評価を行うと思ったわけです。そうしないと国内と外国の評価基準が違ってしまい、ダブルスタンダード、二重基準になり混乱を生ずるだけですから、当然米国もそうすると思いました。

　ところが、最初の飼料規制の問題、これは諮問にはなかったのです。端的に申し上げれば、それは不備だから評価できないということです。不備なのはわかっていたわけです。では検査。これは日本で20カ月齢以下はリスクが少ないとわかっているのだから、20カ月齢以下に限るというふうにしてくれと。20カ月齢以下とどうやって確認するのか。それは 100％、20カ月齢以下ということが守られていると仮定してくれと。ではＳＲＭ除去はどうか。日本では屠畜場に行って調べているわけですが、それも米国では 100％きちんと取れていると仮定してくれと。そんな諮問であったのです。

　こんな甘い前提に前提を重ねた砂上の楼閣のような諮問を聞いて、私はこれでは皆さんに説明したこととぜんぜん違う。非常に申し訳ないと思ったわけです。厚労省と農水省の諮問の内容がそうだからといって私が責任を感じる理由はないのではと言われますが、そうであっても私の自分の口から出た言葉というのには責任を持たなければいけないというふうに思ったというのが、今回辞めさせていただきたいという理由の一つなのです。

●科学的な内容の諮問ではないのに、「聞かれたことを答えればよい」と

　それからもう一つは、“それで本当に科学的なのか”という話です。日本の国内では飼料の３年間のデータを見てどれぐらい守られているかを検証し、屠畜場にも行きました。検査だって全頭検査を３年間 350万頭やったデータを見てきました。それが全部まったくおざなりになってしまったのです。

　つまり諮問が科学的に十分な内容でないと、科学的な評価を責任持って返せないでしょうということなのです。それが現状では、「お前たちは聞かれたことを答えればいい」ということなのです。諮問に不備がある、諮問の内容と違った形で答えを出したいという話をしたら、食品安全委員会の親委員の人たちが、「来た諮問には答えればいいんだ。諮問を変える権限はあなた方にはないんだ」、それで終わってしまったのです。

　どんなに納得いかなくても言われた通りやるしかない。これは何だろう。エサの問題は審議しなくていいし、残りの二つ、ＳＲＭもちゃんと取れていると仮定して、月齢も若い牛と 100％守られると仮定してくれ。それだったら専門家なんていらないわけです。

　そうした中で私が最大限やったことは、その責任を誰がとるのか。それは政府がとってください。食品安全委員会ではなくて、そこははっきりさせてくださいということを主張しました。そこがはっきりしたから、今回の、輸入再開した中に骨が入っていた、ＳＲＭが入っていて１カ月でまた輸入を止めなければいけなかった責任は誰にあるか。それはあの当時、何度も念を押したとおり政府の責任なんだということになったわけです。

　それから、これでは科学的な評価はできないであろうということを私は２回ぐらい指摘しました。その結果、答申の結論のところの第一項目は「科学的評価は困難」ということに変わりました。

　科学的評価という名前を付けて出すからには、本来は胸を張って示せるものを出したかったのです。ところが一番大事なポイントである飼料規制の問題を何も評価していないし、ＳＲＭも月齢も守られているという前提で、そこが本当は一番評価のポイントにもかかわらず、そんなものを何もしていないものを科学的評価として返さなければいけない。私たちは納得していないところを示したかったのです。だからこそそういう言葉を付けたのです。そうでなければ、私は外国の科学者に対して恥ずかしいという気持ちがありました。

　さらに重大な懸念がありました。それは、どんなにおかしな不十分な諮問に対しても答えざるを得ないような、片手落ちの評価結果、諮問への科学的ではない答申であっても、いったん私たちが審議したことになると、後になると、これは科学的知見に基づいたものだということになるのです。科学的評価は困難だと言っているにもかかわらず、まさにそうなりかかっていたわけです。

　この問題を一番考えるときに何が問題かというと、諮問なのです。こんな不十分な諮問には答えられないということが言えるようにならなきゃいけないと思います。

●諮問が妥当かどうか、チェックできる食品安全委員会が必要

　徐々に将来の話に移っていますが、将来のことを考えたら今すぐ変えなくてはいけないのはその点だと思います。管理省庁、政府が出してきた諮問は、それが本当に正当なものかどうかを評価できるようにしなければいけない。そうじゃないと、いくらでも条件をつけてやりたいようにできてしまいます。また、例えば明日にでも、危険部位の混入は当該施設のごく限定的な欠陥であった。だから、そういう限定版の、全体にかかわる問題ではないと仮定して審議してくれと言われたら、輸入再開と言うしかないわけです。私は口をすっぱくして何回も言っていますが、たいへん残念なことに親委員会の食品安全委員会の中ですら、諮問には答えればいいんだ、という風潮があります。どこにその独立性があるのかと思います。

　二つ目の問題があります。食品安全委員会のメンバーは誰がどういう形で選んでいるのか。プリオン専門調査会など30ぐらい調査会があって、その上を統括する親委員会があります。親委員会の委員は７人おりますが、これは事務局主体で選考されています。内閣府食品安全委員会の事務局の人たちは、厚労省、農水省が運営しています。２、３年たてば各省庁へ戻っていきます。私は、そこのところが次の問題だろうと思います。

　今の委員の方々云々ではなく、公正かつ中立な独立と言うからには、やはりそれだけのきちんとした人選をすべきだと思います。政治家であれば選挙がありますし、裁判官であれば罷免制度があります。選挙しろとは言いませんが、もっと透明な形で人選をすべきではないか。事務局にそういう質問をすると、「最終的には国会で承認される。国会議員、つまり国民の代表がいるのだから、それで国民の皆さんの意思は反映されています。」という答えです。少し違うんじゃないかということが二点目です。

●食の安心とは人の感情の問題、リスクコミュニケーション

　もう一つ、リスクコミュニケーションという問題があるだろうということをいつも感じます。食の安全・安心というのはよくセットで言われます。「食の安全」というのは科学的なリスク評価をするわけです。「安心」というのは人の感情の問題ですから、これこそまさにコミュニケーションの問題なんです。この二つは甲乙つけがたいぐらい重要なのです。

　例えて言うと、今回の一連の輸入再開問題に関して、米国は日本人の感情、安心部分についての国民感情を含めてよくわかっていないのです。どうして日本ではこれだけＢＳＥ問題に関心が高くて感受性が高いのかということがわからないから、交通事故と比べてこういうものは無視できるなどと発言してしまうわけです。そういった姿勢での対応は、リスクコミュニケーションの観点からすれば最低のやり方です。相手がどう思っているかということを理解した上で対応しないと、信頼関係など築けるはずもありません。そうなれば、何を言っても逆効果です。

　これは別に国と国の問題ではなくて個人と個人の問題でもそうです。相手を信用できれば、少々のことを言っても、ああいうつもりで言ったんだろうと良い解釈をしていただけますが、相手を信用できなければ、またあんなことを言っている、ますます信用ならない、ということになります。まさにそれが今の米国のＢＳＥに対する日本人の感情です。それこそまったくリスクコミュニケーションがうまくいっていない。

　安全のリスク評価と同じくらい大事な「安心」という側面、国民感情をどういうふうに考えて対応すべきか、敢えて申し上げれば、そこまで考えてこそ本当のリスク管理です。リスク管理とは、科学的評価に基づいて輸入再開するかどうかだけでなく、国民の感情がどうかということを含めて考えるべきです。

●省庁横断的な「食品安全・安心委員会」を作ってみてはどうか

　リスクコミュニケーションは「リスクコミュニケーション府」とか「リスクコミュニケーション庁」とか、「食品安心庁」でもいいですが、そういうものを作ってもいいと思うほど大事だと思います。そこがきちんとあれば、こんなことにはおそらくならなかったでしょう。しかしこれは、かなり横断的な組織にならないといけない。リスクコミュニケーションということでお話しさせていただくときには、例えば内閣府の人がいるだけだと、いや、それは厚労省の担当の部門ですから私はわかりません、ということになりかねません。それではだめなわけです。そうすると内閣府もいて厚労省もいて農水省もいて私のような者もいてという、横の広がりが必要になってくるわけです。そうすると、それは単一の省庁や単一の委員会のものではないわけで、横断的な組織としてあればいいだろうと私は思います。

　現状はどうかというと、各省庁に１人の担当官がいるだけです。その下に何人かの事務担当者はいますが、例えば米国の農務次官に、そんなこと言っちゃだめだよ、もうちょっと別の言い方をしてください、と言えるはずもないわけです。

　そこで今、本当に一番皆さんに説明しなければいけないだろうなと思うところは、ここはさっきちょっと申し上げたのですが、国内外の格差、二重基準、ダブルスタンダードの問題です。

●飼料規制、危険部位の除去、全頭検査の三つの対策をしている日本

　振り返って考えてみると、日本のＢＳＥ対策は2001年10月、今から４年半前から実行されています。それから３年経過したところで評価をして、20か月齢以下は除外してもリスクはそれほど変わらないと言ったのですが、その牛たちは世界のどこの国の話でもない、日本で生まれ育った牛たちの話です。つまり、評価時点で20か月齢は2003年４月生まれ以降だったのですが、2003年４月以降、日本で生まれた牛であれば日本の飼料規制はまず大丈夫だから一つ目の安全弁は確保されているだろうと。それから二つ目の安全弁のＳＲＭもきちんと取れている。三つ面の安全弁のBSE検査。過去３年間 350万頭を調べて20か月齢以下のＢＳＥは日本では１頭もいなかったのは事実だが、それだけではなく、安全面三つを組み合わせたうえで考えれば大丈夫だろうと考えたわけです。だから20か月齢以下というのは、日本で2003年４月以降に生まれた牛だったはずです。

　そういう対策を立てて日本で2003年４月以降に生まれた牛は検査しなくても大丈夫という答申をしても、管理省庁は混乱を避けるために全頭検査をさらに３年間継続しますと言ったわけです。そしてその検査体制は今でも継続されているわけです。

　これはおかしいと思いませんか。まったく同じ答申をしたのに、混乱を避けるために国内の意見を聞いて、国内は今までどおり継続する。ではなぜ国外はそうしないのか。皆様のご意見を承って混乱を避けるうんぬんという国内対策の話とどういうふうに整合性をとるのか。その根拠は何ですかと聞くと、「科学的知見に基づいて」。冗談じゃない。私たちは国内と国外で同じ答申を出しています。国内は科学的知見に従わず、国民の皆様のご意見を尊重し、検査体制を継続したわけです。それなのに、どうして米国産のときだけそういうことを言うんですかという話になるわけです。そこのところが根強い不信のもとじゃないかと思います。

●「米国の牛肉を食べるリスク」はこれこれだ、とはっきり言うべき

　私は、もしも米国の牛肉を輸入再開しなくてはならない政治的な理由があるのなら、それをはっきり言ったらいい、といつも言っています。科学的知見に基づいてなんて言わないで、「牛肉を食べてＢＳＥにかかるリスクと核弾頭が飛んできて日本人が大変なことになるリスクを比べて、米国産牛肉のリスクはがまんしてくれ」とでも言えばいいと思います。正しいかどうかは別ですよ。そうしたらこんなふうにはなっていないと思う。それもさっきのリスクコミュニケーションなんです。

　もしそういうことで万が一日本人がそういうことがなったら、それは政府が何億円かけてもちゃんと補償してきちんと面倒をみますというふうにすべきです。そうじゃなければ日本の国民感情はこうなんだから、国内対策に対するものと同じような対応をしますよというふうに言ってくれてもいいです。それこそが政策決定ですし、それはリスク管理機関でやってくれればいいんです。そのメンバーでやるべきはずの問題のことをすべて科学的評価を拠り所にしようとするから、こういう問題が生じているのです。それでは逆効果だと思います。

そういうのは意味がない。辞めた後に何を言っているんだというようなことを言われる方がいらっしゃいますが、そうじゃない。私は辞める前から言っていることしか申し上げておりません。今なぜ私が言わなければいけないか、それは何が起きたかを考えれば自明のことと思います。米国・カナダ産牛肉輸入再開後１か月もたたないうちに輸入をまた止めなきゃいけないなんていう、世界に向かって本当に恥ずかしいようなことをしてしまったわけです。

　でも、あれは政府の責任です、とすましていていいのでしょうか。現行の枠組みではそういう対応をとらざるを得ませんが、では将来にわたってそれで良いのでしょうか。食品安全委員会は食の安全の番人でしょう。食の安全の切り札じゃないですか。一番大事なポイントを見過ごしておいて、あれは政府の責任ですとすましていて、それで国民の信頼を得られるのかという話です。今が大事なときだと思いますし、食品安全委員会の今後を大きく左右する分岐点だと思います。

●輸入再開後１カ月で輸入再停止の事態を、「災い転じて福」にすべき

　もう一つ残念な点は、インターネットの私のブログ（2006年４月23日）にも「願い」と書いたのですが、消費者の皆様との意見交換会の席上、辞めてから言うのはおかしいという弁明が載った新聞記事を見せて、６人が辞めた件については何の影響もないというような弁護を食品安全委員会がされた点です。そんなことでいいのかなと思ってしまった。

　むしろ私は、皆さんどう思われたかというのを聞くべきじゃないかと考えます。相手が言う前に自分から自己弁護していたら、リスクコミュニケーションもへったくれもないわけです。一方通行の極みです。

　輸入再開と結論を出したことが１カ月もしないうちに変えざるをえなかった失態を、現行の枠組みがそうだからといってそれですましていいのかという、その点についても私は自ら問題提起をすべきではないかと思ったからこそ、食品安全委員会に在籍していた当時から、あえて自ら発言してきましたが、そういうふうにあえて批判したことが何か裏切り者みたいに思われてしまうというのは、なかなか納得がいかない部分があります。加えて、対案を出さない発言というのは単なる批判ですから、私は常に対案を提示してきたつもりです。

　その観点から申し上げれば、私は現状を逆にチャンスととらえるべきだと思います。ピンチのあとにチャンスありと言いますよね。災い転じて福となすとよく言いますが、今、これらの点に誠実に対応していくことができれば、チャンスになりうるのじゃないかと思います。

●国民の「安心」感情を大事にする施策が求められている

　輸入再停止についても、あれは農水大臣あるいは小泉総理の決断だったというふうに聞いています。上層部の決断で全面停止になったわけですが、国民感情という安心部分からしたら非常に適切な判断だったと思います。政治家の方は、選挙のこともあるでしょうし、国民感情という、リスクコミュニケーションの本質に通じる部分をわかっておられるのじゃないかと、それを聞いて私は感じたのです。

　食の安全面のみに限定してとらえると、当該施設だけの問題なんだからという考え、米国の主張につながります。今の日米のすれ違いの大きな原因というのは、安全と安心の乖離なのです。安全と安心がぴったり一致していれば、こんなふうにはなっていないはずです。安全面のみを強調する米国側の視点と、安心部分を含めた日本側の視点が大きくずれているのです。そこを突き詰めていくと安心、つまりリスクコミュニケーションの不備だろうと思います。

　過去２年半を振り返って私がいろいろ思ったことを少しお話ししましたが、決して批判一辺倒ではなくて、今後どうしたらいいかということを考えて行動してきたのですが、さまざまな方からいろいろお話、ご意見をいただいています。先々週の金曜日では『朝日新聞』の「私の視点」というところで、私と内閣府の食品安全委員会の委員を辞められた中村靖彦氏と、あと消費者団体の代表の方の３人が意見を出させてもらいましたが、やはり今私が申し上げた問題点がそのまま出ています。未熟であるが方向性は正しいという意見と、入り口部分を変えるべきではないかという私の意見との対比がはっきりと浮き彫りになっていました。

　それを今後どうするかというのはわかりませんが、政党関係者やいろいろな方が来てくださり、あるいは委員会に出てくださいという話があって、もしかすると少しはそういう形で日本のシステムというのが変わっていく可能性もゼロではないかなと思います。私のような者がこういうふうに声を大にして申し上げたことが、少しでも食の安全・安心に関わるシステムの改善につながれば幸いです。

●いまが大きな分岐点。信頼できる地道な施策を

　本当に私は今、大きな分岐点だと思います。特に入り口の諮問、誘導尋問になりかねないような形を正すことと人事、そして何度も申し上げていますが「食品安心委員会」。そのままは無理にしても、リスクコミュニケーションというのをもう少し重要視していただきたい。人と人との信頼関係も１回会っただけで信頼なんか築けるわけないわけですから、継続性が重要だと思います。信頼できる地道な行為を積み重ねていく、その点に継続して取り組んでいく必要があるだろうというふうに思います。
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